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第124回東京医科大学医学会総会
日　時：平成元年12月2日（土）午後1時～
場所：東京医科大学病院臨床講堂（6階）
当番教室：病理学（第二）教室，内科学（第三）教室
シンポジウム：研究施設内，病院内感染
司　会：佐々弘教授，伊藤久雄教授
シンポジウム 研究施設内，病院内感染
1．動物実験施設における感染防止対策
　　　　　　　（動物実験センター）　米田嘉重郎
　研究施設内感染は，病原微生物を取り扱う実験室
内感染と動物実験に伴う感染に大別される．ここで
は，動物実験に伴う感染を概観し，その対策を，本
学動物実験センター（以下センター）の設備，管
理・運営の実際を紹介しながら考察する．
　動物実験に伴う感染の原因には，感染実験と実験：
動物の自然感染が考えられる．前者では，実験操作
により発生するエアロゾルあるいは動物の咬創傷な
どによってヒトが感染を受ける．後者では，実験動
物が様々な病原体に汚染されていることに起因す
る．これらの病原体のなかには，ヒトに対しても感
染が発生するいわゆる人畜共通伝染病が知られてい
る．その代表例としては，昭和45年から昭和59年
まで全国にわたって，ラットを用いての実験で動物
実験関係者に発症を見た腎症侯性出血熱（HFRS）
が挙げられる．幸いにして，HFRSは昭和60年以
降，予防制圧されている．
　動物実験に伴う感染の防止対策は，第一に実験動
物の感染病に対する教育と，実験動物の飼育管理や
動物実験手技に関する訓練とが基本と考えられる．
第二に，原因が感染実験：による場合には，病原体の
安全度分類に対応した安全管理基準を設定するこ
と，物理的封じ込めの設備（P1～P4）を整えるこ
と，さらには安全管理基準に基づいた管理運営規程
の整備とそれを厳守することが基本である．これら
の事例として，センターに設置されている微生物統
御動物実験設備の概要（P2），安全基準，安全管理
運営規程ならびにそれらに基づいた運営の実状を紹
介した．第三に，原因が動物の自然感染による場合
には，健康管理（検疫）とバリヤーシステムを導入
して感染病をコントロールすることが必要である．
このことは，HFRSの予防制圧に関する研究から
も強調されている．
　実験動物の感染病に関する資料を提供された川本
英一助手（動物実験センター）に深く感謝する．
2．剖検例における感染症を中心とする病理統計
　的研究
　　　（第二病理）
　　　　○蜂谷　哲也・土手　　剛・佐々　　弘
　東京医科大学病理学教室における，1958～1988
年，31年間の剖検総数は4930例であるが，これら
の剖検例に認められた感染症性病変について病理統
計学的に検索検：臥した．剖検例中感染症性病変は，
3027例，61．4％に認められた．各年度の感染症性
病変を有する症例の頻度は34．4％（1958）
～74．8％（1987）に亘るが，観察期間31年間を，
当初の1958～1963年の6年間を1期とし，以後5
年毎の，II期（1964～68年），　III期（1969～73
年），IV期（1974～78），　V期（1979～83年），　VI
期（1984～88年）に分けて，その推移をみると，
各々の平均は，1期60．0％，II期58．0％，　III期
68．2％，IV；期61．4％，　V期62．0％，　VI期68．9％で
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あり，III期に峰を有する一方，一旦低下したIV期以
後は，再び漸時増加し，VI；期ではIII期とほぼ同頻度
の値を示している．又，1～VI期の各期における年
次推移をみると，1期では’61年（66．6％），II期で
は’66年，’68年（63．0），III期では’70年（72．5％），
VI期では’77年（70．5％），　V期では’82年
（71．5％），VI期では’87年（74．8％）と二期間内に
おいても明らかな峰を有しており，長期的には
15～20年の周期で，又，中期的にはおよそ5～6年
の周期で増減を繰り返しており，新薬の開発を含め
た治療法の変化及び薬剤耐性などを初めとする治療
不適応等に依る感染症罹患頻度の流行性を示唆して
いる．臓器別では，肺2003例と全剖検数の
40．6％，感染症工数の（66．2％）に認められた．以
下，脾14．6％（23．8％），肝11．6％（18．8％），腎
9．3％　（15．1），　7肖イヒ管6．5％　（10．6％），　，V　6．2％
（10．1％），膀胱4．7％（7．7％），腹腔2．9％
（4．7％），中枢神経1。6％（2．6％）であった．
　肺病変は予後を左右する因子として重要であり，
又その種類も多彩である．内訳は，気管支肺炎，肺
炎が各々992例，290例で，計1282／2003例，
64．0％と最も多く次いで結核症205例（10．2％），
間質性肺炎187例（9．3％）．真菌症146こ口気管支
炎145例は共に7．3％前後を示している．その他，
カリーニー性肺炎，巨細胞封入体症が各々，0．9％，
胸膜炎2．2％，肺膿瘍，膿胸が各々1．5％，中間型
肺炎1．3％，大葉性肺炎（1．0％）であった．
　これら肺病変の累計数は2216で肺病変2003例に
対する比率，即ち重複率は10．6％であり，年次的
には0～35％に亘るが，この増減は，全剖検例数に
対する感染症病変罹患頻度の年次的推移とほほ伺様
の変遷iを示した．又，肺病変2003例のうち，主病
変とされ予後を左右したと思われる症例は12．6％
を占めていた．結核症，真菌症は，全身の臓器に散
発的に認められるが，その他，心では心筋炎，脾で
は，脾炎，感染脾，腎では，腎孟（腎）炎，膿瘍，
膀胱では出血性膀胱炎，食道ではびらん性食道炎と
して観察される事が大半を占めている．近年の治療
の複雑化と共に，感染病変の像も多彩多様となって
来ており，肺病変を初めとして，日和見感染，メチ
シリン耐性黄色ブドウ球菌感染症，多臓器不全に対
する予防措置を講ずる事が肝要と考えられる．
3．中央手術部における感染症
　一その管理と対策について一
　　　　（外科学第三）　　　　　　　日馬　幹弘
　　　　（中央手術部）　木村幸三郎・臼井　正彦
　　　　　　　　　　　石井　脩夫・小川　清枝
　　　　（微生物学）　　　　　　　　金　　六扇
　手術室においては，周囲環境に由来する外因性感
染症を防ぐために厳しい滅菌管理が必要であり，出
来る限り無菌的清浄な環境を維持しなければならな
い．今回，当院手術部の手術室および関連施設にお
ける細菌環境検査を施行し若干の知見を得るととも
に今後の問題点についての考察を行った．
　昭和63年9月14日に7つの手術室および廊下，
準備室，回復室，器材二等15ケ所の空中浮遊細菌
と床面付着菌を手術前，手術中，清掃後の3点で測
定を行った．床面付着菌はスタンプアガー法を用い
てフードスタンプ（標準寒天培地）の培地上に直接
採取し，空中浮遊菌はRCSサンプラーにより空気
を吸引して培地上に採取する衝突法により行った．
また，同部位より特定菌として，黄色ブドウ球菌，
緑膿菌，大腸菌を測定した．特定菌の検査には，測
定培地上のコロニーを生理食塩水に懸濁し各々の選
択培地上に接種し典型コロニーを形成したポイント
を陽性とした．術前の安定した状況下では，付着
菌，浮遊菌の間に弱い正の相関が得られ，手術室を
示すプロットが中左下方に集まり，他のスペースに
比べ菌数の少ないことが示された．しかし，手術中
においてはこの相関は失われており測定時の状況に
より人の動きによる影響があるものと考えられた．
清掃後では再び付着菌と浮遊菌の間に弱い正の相関
が回復した．特定菌において黄色ブ球菌が中間帯の
周辺（回復室，手術前室，リフレッシュルーム，第
16手術室，汚物処理室，廊下）より集中的に検出
された．緑膿菌は1ポイントのみで，大腸菌は検出
されなかった．しかし，全体の菌数は低値であり満
足のいく結果であった．検出された黄色ブ球菌を解
析した結果は1株のMRSAを認めたが病棟に分布
する菌型とは異なっていた．同年12月1日に男女
更衣室，管理下等さらに6ケ所の検査を加えて第2
回の検査を施行した．全体の傾向は前回と大差はな
かったが，手術室外での汚染が著明に見られた．特
に，中間帯，ホール，汚物処理室，使用済み器材
室，男女リフレッシュルーム，男女更衣室から検出
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